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再生可能エネルギー（以下，再エネ）電源や蓄電池の制御は一般的に経済性を指標に行わ

れることが多いが，環境価値の面では，再エネ電源比率が高い時間帯よりも火力発電比率が

高い時間帯に再エネ発電を行う方が，CO2削減効果が大きくなり相対的に再エネ電源の価値を

向上させると考えられる．本研究では，CO2排出係数を時間帯別で変化するものと捉えた上で，

再エネ発電事業の事業期間全体におけるCO2削減効果を最大化することを目的として，中長期

の時間帯別CO2排出係数を算定する手法を開発した．開発したモデルは，一般送配電事業者の

公表情報をもとに算定した時間帯別CO2排出係数の時間変動を概ね模擬できていることを確認

できた一方で，中長期予測にあたり将来的に考慮すべき課題も明らかとなった． 
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１．はじめに（背景と目的） 
 

再エネ電源は，火力発電比率の高い時間帯に発

電を行う方がCO2削減効果を大きくでき電源そのも

のの環境価値を向上させると考えられる．すなわ

ちCO2排出係数は年間一定値ではなく時間帯別で変

化するものと捉えることが本来的に望ましく，時

間帯別CO2排出係数に基づいたCO2削減効果を指標

とした発電事業運営が可能となれば事業価値を向

上させることができると考えられる．そこで，本

研究では中長期の時間帯別CO2排出係数を算定する

手法を開発し，再エネ発電事業の事業期間全体に

おけるCO2削減効果を最大化するための支援ツール

として中長期予測モデルの開発を行った． 

モデルの開発にあたっては，以下に示す3つの動

向を反映できることが重要である．地域において

発電事業を行おうとする主体が最も影響を受ける

のは，系統制約状況，ノンファーム型接続に対す

る出力制御状況，将来のエネルギー需給の見通し

であり以下にその概要を記す． 

 

(1) 系統制約の深刻化 

系統制約にはエリア全体での需給バランスによ

る制約と系統混雑による送電容量での制約等があ

り，近年，再エネ大量導入に伴う系統制約が深刻

化して再エネや蓄電所の新規導入・活用が困難に

なる恐れが出てきている．再エネの発電機会損失

の程度を示す出力制御率は各エリアで異なるが

2030年時点で北海道49.3%、東北41.6%、九州34％1)

と試算されている．現状は需給面での出力制御で

あるが今後は容量面での出力制御が発生する可能

性が指摘されており，特に太陽光等は発電時間帯

を事業者側で自由に制御できないため容量面での

出力制御を回避することで他の太陽光等よりも発

電機会損失を最小限に留めることが可能となる． 

 

(2) ノンファーム型接続の運用 

(1)の課題に対し，新たな系統増強に頼らず既存

設備を有効活用する「日本版コネクト＆マネージ」

の取組みが行われている．その一つであるノンフ

ァーム型接続（基幹系統では開始済）は，既存設

備の空き容量の活用により設備増強せず接続可能

となる反面，系統混雑時に発電出力制御を行うこ

とが条件となっている．この出力制御回避策が将

来的に再エネ導入促進上の鍵になると考えられる． 

 

(3) 将来のエネルギー需給の見通し 

エネルギー基本計画によればエネルギー供給に

伴う火力発電の割合が減少し，原子力や再エネに

よる供給割合が拡大する見通しである．熱需要の

電化，データセンターや半導体工場の新設等によ

り電力需要は増加する見込みであり，系統電力の

CO2排出係数は大きく変化する可能性がある．また

電力系統内の運用内容は大きく変化し，エリア毎

の出力制御の見通しも変化する可能性がある． 



 
図-1 系統構成を考慮した再エネ発電によるCO2削減効果の中長期予測モデルの全体像． 

２．中長期予測モデルの構成 
 

本研究で開発した中長期予測モデルは，基幹系

統を対象として最適潮流計算を行うものであり，

電力潮流が各送電線・変圧器容量以下となり且つ

エリア全体の需給バランスが確保された後にCO2排

出係数を算定する構成となっている（図-1）．最

適潮流計算では，経済負荷配分により発電コスト

が最小となるよう発電機起動停止状態を決定し，

再給電方式により需給制約及び系統制約の両方を

満たすように収束計算を行う（図-2）． 

本研究で目指す再エネ発電による中長期的なCO2

削減効果の予測を実現するためには，①中長期的

な時間帯別CO2排出係数の予測と②需給制約及び系

統制約による中長期的な再エネ発電電力減少量の

予測の2つが必要となる．①については火力発電所

等の運用を想定する手法である経済負荷配分の実

装により対応し，②については上記の対応に加え

て出力制御順を決定するルールである再給電方式

の実装により対応した．ここで再給電方式のうち

暫定ノンファーム型接続については，中長期的に

ノンファーム型接続等に合流するものと想定した

ため本モデルでは実装対象外とした（表-1）． 

本モデルの入力データとしては，送電設備諸元，

発電所諸元，電力量，燃料種別CO2排出係数等が必

要となる．インピーダンス等の送電設備諸元につ

いては一般送配電事業者が公表している値を採用

し，発電所諸元については一般送配電事業者が公

表している廃止計画等を参考にしつつ電源情報の

開示請求により収集を行った．電力量については

基本的に一般送配電事業者が公表している潮流実

績を用いたが，逆潮流方向となる再エネ発電量に

ついては，一般送配電事業者が公表している需給

実績と経済産業省が公表している市町村別逆潮流

量等を紐づけて変圧器毎に推定した．燃料種別CO2

排出係数については電力中央研究所の報告書2)を

基に設定し，再エネは0kg-CO2/kWhとした． 

 
図-2 最適潮流計算（OPF）の実行フロー． 

 

表-1 再給電方式（一定の順序）による出力制御順． 

出力制御順 制御方法 

①調整電源 メリット 

オーダー 

②ノンファーム型接続の一般送配電事業者からオンラインで

の調整ができない電源 
一律 

③ファーム型接続の一般送配電事業者からオンラインでの調

整ができない電源 

メリット 

オーダー 

④ノンファーム型接続のバイオマス電源 一律 

⑤ノンファーム型接続の自然変動電源 一律 

⑥ノンファーム型接続の地域資源バイオマス電源及び長期固

定電源 
一律 

⑦暫定ノンファーム型接続のバイオマス電源（実装対象外） 一律 

⑧暫定ノンファーム型接続の自然変動電源（実装対象外） 一律 

⑨暫定ノンファーム型接続の地域資源バイオマス電源及び長

期固定電源（実装対象外） 
一律 

N年度の予測シミュレーション

N年度の送変電設備諸元 入力

N年度・時間ｔのOPF計算実行
（経済負荷配分（発電コスト最小））

需給制約および系統制約違反
が発生しているか？

発生せず

発生

N年度・時間ｔのOPF計算実行
（再給電方式（一定の順序））

需給制約および系統制約違反
が発生しているか？

発生

発生せず

N年度の予測終了

N年度の発電所諸元 入力

N年度の再エネ発電所諸元 入力

N年度の負荷情報 入力

混雑系統の再エネ発電所出力抑制

N年度・時間ｔ断面の予測対象の
再エネ発電所の出力制御量を出力

N年度・時間ｔ断面の
リアルタイムCO2排出係数を出力

N年度の計算終了するか？

時間断面更新：
ｔ=ｔ+1

時間断面初期化：ｔ=1



３．中長期予測モデルの精度検証 

 
開発した中長期予測モデルの精度検証を目的と

して，本モデルとは異なる手法により算定された

時間帯別CO2排出係数との比較を行った．比較対象

とした時間帯別CO2排出係数は，一般送配電事業者

への開示請求により収集したユニット別発電実績

を基に各発電方式の発電量按分により求めた所謂

トップダウン型アプローチによる算定値であり，

本モデルのように個々の発電機の起動停止計画を

考慮したボトムアップ型アプローチとは本質的に

異なる手法によるものとした． 

以降は，再エネ導入が比較的進み中長期予測モ

デルの活用意義が大きい地域である北海道エリア

（図-3）を中心に述べ，九州エリアについても同

様に検証結果を示す．本モデルの開発着手が2022

年度であったことから精度検証は2021年度を基準

とし，単年度については2021年度を対象として上

記2つの時間帯別CO2排出係数を比較することとした． 

 

(1) 北海道エリア 

まず単年度検証として時間平均値（1時間値）

について比較すると，本モデル（黒色実線）及び

比較対象（灰色破線）ともに0.1kg-CO2/kWh程度の

振幅を有しており，昼夜間の時間帯別CO2排出係数

の変動を再現できていることが分かる（図-4）．

また日平均値について比較すると，本モデルの算

定値が比較対象よりもやや低めの値で推移してい

るものの本研究の開発目標である誤差率10％以内

に概ね収まっていることが確認できた（図-5）．

本モデルと比較対象の時間帯別CO2排出係数はいず

れも太陽光発電量がピークとなる4～6月は低く，

火力等の電源比率が高くなる冬期は高く算定され

ており，実態に即した季節変動トレンドとなって

いることも併せて確認できた． 

上述の単年度算定値を踏まえた中長期予測にお

いては，太陽光発電等の一般的な再エネ発電事業

の事業期間である20年分の試算を行った（図-6）．

試算条件としては，2021年度の電力量のうち太陽

光及び風力の再エネが年率1％増加し且つ需要も

年率1％増加すると仮定している．20年分の試算

値については比較検証可能な指標が現状存在しな

いため単年度のように誤差率の議論はできないが，

特に4～6月の時間帯別CO2排出係数が年々低下する

ことを確認でき，再エネ増加による逆潮流の増加

を打ち消す形での需要増加により再エネの出力制

御をある程度回避できたことが要因だと考えられ

る．一方で1～3月の時間帯別CO2排出係数は年々増

加しており，冬期の電力需要が大きいという北海

道の地域特性により再エネ発電量の増分よりも電

力需要の増分の絶対量が大きくなったことで火力

等の稼働が増加したことが要因と考えられる． 

将来の再エネ導入量や電力需要の設定に関して

は議論の余地はあるが，与えた試算条件に基づい

て妥当な結果が得られることは確認できた． 

 
図-3 北海道エリアの系統構成．北海道電力ネットワー

ク株式会社の公表資料を参考に弊社作成． 

 
図-4 北海道エリアの2021年度の時間帯別CO2排出係数．

時間平均値（8760プロット）を示す． 

 
図-5 北海道エリアの2021年度の時間帯別CO2排出係数．

日平均値（365プロット）を示す． 

 
図-6 北海道エリアの時間帯別CO2排出係数の中長期予測．

日平均値（365プロット）を示す．2021年度（図-5）

を基準として年率1％の再エネ増加率を仮定した． 

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.600

0.700

0.800

1 731 1461 2191 2921 3651 4381 5111 5841 6571 7301 8031

時
間
帯
別

C
O

2
排
出
係
数

[k
g

-C
O

2
/k

W
h

]

2021/4/1 0:00からの経過時間 [h]

発電方式按分（公表値ベース）

模擬モデル

0.000

0.100

0.200

0.300

0.400

0.500

0.600

0.700

0.800

2
0
2
1
年

4
月

2
0
2
1
年

5
月

2
0
2
1
年

6
月

2
0
2
1
年

7
月

2
0
2
1
年

8
月

2
0
2
1
年

9
月

2
0
2
1
年

1
0
月

2
0
2
1
年

1
1
月

2
0
2
1
年

1
2
月

2
0
2
2
年

1
月

2
0
2
2
年

2
月

2
0
2
2
年

3
月

時
間
帯
別

C
O

2
排
出
係
数

[k
g

-C
O

2
/k

W
h

]

発電方式按分（公表値ベース）

模擬モデル

0.300

0.350

0.400

0.450

0.500

0.550

0.600

0.650

4
月

1
日

5
月

1
日

6
月

1
日

7
月

1
日

8
月

1
日

9
月

1
日

1
0
月

1
日

1
1
月

1
日

1
2
月

1
日

1
月

1
日

2
月

1
日

3
月

1
日

時
間
帯
別

C
O

2
排
出
係
数

[k
g

-C
O

2
/k

W
h

]

基準年（2021年度） 5年後 10年後 20年後



(2) 九州エリア 

九州エリアについても北海道エリアと同様に

2021年度を対象として単年度検証を行った．日平

均値についての比較のみ掲載するが，本モデルの

算定値が比較対象よりも低めの値で推移しており，

北海道エリアの場合よりも誤差率20％程度とやや

大きいことが確認できた（図-5）．要因としては，

九州エリアは太陽光導入量が多く，入力データ作

成時の市町村別逆潮流量等との紐づけによる誤差

が影響した可能性が考えられる． 

 

４．中長期予測モデルの活用方法 
 

実際の事業化にあたっては、必ずしも予測値と

実績値の完全な一致がモデル精度に要求される訳

ではなく，将来の系統構成変化やエリア内事情等

のシナリオに応じて事業者にとって事業化判断に

資する情報を中長期予測モデルにより提供するこ

とが可能であればモデル精度として十分である．

本モデルの活用方法としては，例えば再エネ発電

事業の事業性評価，再エネ発電適地の選定等が挙

げられる． 

本モデルの活用により，再エネ発電事業者は中

長期的なCO2削減効果をアピールできることになる

ため，事業性を考慮した事業計画の立案等への活

用が考えられる（図-7）．また，ノンファーム型

接続となるこれからの再エネ発電事業者にとって

は将来の出力制御の可能性を把握できることにな

るため，出力制御が発生しづらい発電適地の選定

や事業リスクの見える化等に寄与することも考え

られる（図-8）． 

 

５．おわりに（課題と今後の展望） 
 

本研究では，再エネ分野におけるCO2削減に向け

た取組として，時間帯別CO2排出係数を活用して20

年間のCO2削減効果を試算できる中長期予測モデル

の開発を実施した．時間帯別CO2排出係数は，パシ

フィックパワー株式会社のホームページにて公開3)

されているが，本稿の「３．中長期予測モデルの

精度検証」において比較したものとは異なる手法

で算定されたものであることに留意されたい． 

今後，電力系統の情報公開が進むにつれて，系

統混雑の予測手法等の情報を獲得しやすくなるこ

とが想定されるため，本モデルのアルゴリズムに

ついて逐次更新が課題と言える．また，中長期的

な動向として地域間連系線の増強計画や半導体工

場等の大規模需要施設の新設に伴う電力需要の増

加等が想定されるため，本モデルの入力データの

更新についても継続的な課題として挙げられる． 

今後の展望としては，発電事業者等に対する事

業実施の企画構想，事業性評価，将来動向による

影響の評価等に活用することで事業化及び社会実

装フェーズへの移行を支援し，地域の分散型電源

の普及拡大に貢献していく想定である（図-9）． 

 
図-7 九州エリアの2021年度の時間帯別CO2排出係数．日

平均値（365プロット）を示す． 

   
図-8 再エネ発電事業等における時間帯別CO2排出係数の

活用イメージ． 

 
図-9 中長期予測モデルを活用した事業実施検討フロー． 
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発電方式按分（公表値ベース）

模擬モデル

環境省等発電事業者

時間帯別CO2排出係数に

基づきCO2削減効果をアピール

＋

再エネ導入エリアにおける

将来の出力抑制のリスクを

見える化

補助率・採択率の向上等

STEP
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解決

整
合
を
確
認

企画構想されている再エネ発電事業・蓄電事業等のエネルギー事業の内容を把握

事業において期待されるCO2排出量削減効果や事業収益構造の分析

将来シナリオの設定

事業実施を検討中の地域の電力系統の将来動向について、想定される複数のシナリオを設定

中長期予測モデルを活用した検証・評価

設定した複数のシナリオにおいて、中長期予測モデルを活用してCO2排出量削減効果や事業収益を

定量評価

解決案の評価

定量化した効果や収益内容は顧客の期待する内容を満足しているか

満足していない場合は、どのように事業内容を見直すか、最適なエネルギーシステム・事業内容を提案

事業化に向けた詳細検討

事業計画策定、基本設計等により再エネ発電事業・蓄電事業の社会実装・事業化に向けた

具体的なフェーズに移行

パターンを変えて再検討

検討中の事業内容の把握


